
　１．序論

　１－１　問題と背景

　児童生徒（７～１５歳）の人口１０万人当たりの負傷者

数は、ここ数年漸増傾向にある１）。８歳から増加傾

向の推移が見られ、１３歳の時点で最も顕著となる。

とくに１０～１３歳の増加率は高く、２００１年から２００５年

にかけて１２～１４％の範囲で負傷者が増加した。

　この年齢層の何が問題なのであろうか。子どもは

成長とともに保護者の手を離れ、自らの意志で道路

交通に参加していく。その一方で子どもの交通安全

に対する保護者の関心は薄れていく。この転換期が

１０歳頃にあるのではないだろうか。私たちは成長し

ていく子どもを、自立した交通参加者として次第に

見るようになるが、この負傷者数の増加傾向を見る

限り、１０～１３歳の子どもには交通環境への適応スキ

ルがまだ十分に備わっていないと推察することがで

きる。にもかかわらず、小学高学年から中学生にか

けての教育的対策は一般的に手薄である。

　交通安全教育は生涯教育であり、そこには連続性

が保たれていなければならない。子どもの教育ニー

ズに応じて、学習経験を発展的に積み重ねていくこ

とが安全行動の着実な形成につながる。多くの学校

では小学低学年のときに道路の歩き方を教え、中学

年に進級すると自転車の乗り方を指導する。この学

習内容の設定は、家庭から地域へ行動範囲を広げる
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　１０～１２歳の児童を対象に危険箇所マップづくりの教育を実施し、その教育効果を検証し

た。交通事故およびハザード状況に関して具体的な知識を得ることに、子どもたちは学習

の意義を見出していた。プログラムに参加した子どもは参加前と比較して、危険箇所に関

する知識を増やしていたことが示された。しかし、横断行動の改善を示す明確な証拠は得

られなかった。行動変容の効果が導かれることを目指し、今後、評価結果をプログラムと

教材の改良に役立てるものとする。
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児童の教育ニーズに対応させたものである。しかし、

その後の連続性はどうなっているのだろうか。残念

ながら、高学年以上の児童に対しては適切な教育プ

ログラムが用意されておらず、教育の連続性が途切

れている。

　１－２　学習内容と交通行動モデル

　この年齢層の子どもたちが学ぶべきこととは何か。

すでに交通行動の基本型と交通ルールの基礎知識は

学習済みである。次に求められるのは現実状況への

適応だと考える。危険状況の把握とそれへの対処行

動を学ぶ教育が、高学年の児童に提供されることを

唱えたい。そのプログラムの一つが「危険箇所マッ

プづくり」であり、本研究で扱う学習テーマでもあ

る。

　そもそも交通安全教育は、一つの学習だけで完結

するものではない。さまざまな学習経験を螺旋状に

発展させるような課程、すなわちスパイラルカリキ

ュラムとして交通安全教育を提供することが重要だ

と指摘されている２）。最初は簡単な行動の習得から

始まり、次第に複雑な行動が習得されるよう種々の

学習経験を積み重ねていく。この螺旋状に連結させ

る学習経験をいかに設計するかが最大の課題となる。

　設計図を描くにあたっては、交通行動モデルの考

えが大いに役立つ。とりわけＫｅｓｋｉｎｅｎ３）とＨａｔａｋｋａ

ら４）が提唱する階層的アプローチは安全運転に必要

な要素を簡潔に説明しており、カリキュラムを構成

する際の指針を提示する。このモデルは、成人ドラ

イバーの交通安全教育を対象としたものであるが、

これに少し手を加えることで児童生徒用に応用する

ことができる。

　ＫｅｓｋｉｎｅｎまたはＨａｔａｋｋａらによる階層的アプロー

チは、運転者行動を四水準の行動層から構成される

ものと仮定する。まず最下層に「車両操作」、その上

の第二層に「交通状況への対処」、さらにその上の第

三層に「運転の目的と文脈」、そして最上位層に「生

活の目的と生きるためのスキル」を置く。事故を起

こさないためには、うまく車を操るスキルと状況内

の危険を読むスキルが基礎能力として必要となる。

したがって、第一層の車両操作スキルと第二層の交

通状況への対処スキルが、安全行動の基盤を形成す

ることになる。次に安全ルートを選択する、不必要

な車利用を控えるなど行動プランの意思決定を学ぶ

教育が必要となる。運転目的と文脈を考えるスキル

を第三層に置くことで行動基盤の厚みが増すことに

なる。そして最上位に、生活の目的と生きるための

スキルが位置づけられる。高リスクを取る価値観や

衝動的な動機は事故を誘発する。動機・態度など社

会適応と関連する行動層を最上位に配置することで、

安全運転のための制御要素としてその重要性が強調

されることになる。下位層から上位層へと順に行動

が形成されることと、上位層の行動が下位層の行動

に対して優位に機能することが階層的アプローチの

特徴である。したがって、下位から上位方向へ学習

を発展させながら、制御機能をもつ上位層のスキル

が習得されるようにカリキュラムを構成するという

指針が見えてくる。

　このモデルは運転者が何を学ぶべきかを明らかに

したものであるが、歩行者・自転車の交通行動と共

通点が多く、児童生徒に対するカリキュラム構成に

も適用可能と考える。Table 1に、ドライバーと児

童生徒の安全教育目標の対照表を示す。最下層の車

両操作スキルは、道路の歩き方と自転車の乗り方に

対応する。この学習だけでは不十分という指摘から、

最近ではハザード知覚（危険予測）の学習が奨励され

ている。このハザード知覚は第二層の交通状況への

対処に対応する。さらに学習経験を発展させるとす

れば、行動プランの意思決定、動機、態度を扱う教

育が必要になるだろう。つまり第三層、第四層に対

応する行動形成の教育が求められる。本研究で扱う

危険箇所マップづくりは、具体的危険状況の認識と

行動プランの意思決定を学ぶものであり、第二層お

よび第三層の学習に対応する。スパイラルカリキュ

ラムの観点から言及するならば、道路の歩き方、自

転車の乗り方を学習した児童が、次に学ぶべき発展

的課題として位置づけることができる。

　１－３　子どものハザード知覚

　子どものハザード知覚について論ずるならば、そ

の能力は成人と比較して著しく未発達である。とく

に見通しが制限された死角状況と、複雑な交差点で

の状況把握を苦手とする。年少の子どもは、横断箇

所の危険性を走行車両の有無だけで判断する傾向が

あり、車が見えれば危険、見えなければ安全と知覚
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Table 1　階層的アプローチ３）に基づく安全教育目標の対照表

児童生徒ドライバー階層レベル

動機、ライフスタイル生活の目的と
生きるためのスキル第四層

行動プランの意思決定運転の目的と文脈第三層

危険予測交通状況への対処第二層

道路の歩き方、
自転車の乗り方車両操作第一層



する５）。カーブや坂の頭頂部のように、死角が存在

するような箇所を危険だとは知覚しない。また方向

指示器や後退灯を探索して、車の動きを予測するこ

とも難しい６）。交通状況内から危険の手がかりを探

し出し、その意味情報を解釈することが不得意であ

る。

　ハザードを知覚する能力は知識と経験に依存する。

状況性に関する知識や経験が豊富なほど、危険予測

は的確なものになる。換言すれば、ハザード知覚は

学習可能なスキルである。適切な教材で訓練を行え

ば、子どものハザード知覚能力を伸ばすことができ

る。近年、文部科学省は小学４～６年生向けに危険

予測の学習教材７）を製作し、学校現場での活用を奨

励し始めた。ハザード知覚の教育は、児童の交通安

全教育の重要テーマになりつつある。

　通学路など学校周辺の道路を題材とする学習は、

交通事故の問題を身近な問題として提起できるので、

ハザード知覚の教育には有用である。例えば地域の

ヒヤリハット地図を作る課題は、学習者の参加を積

極的なものにし安全意識を高める。高齢者を対象と

した交通安全教育で、この課題の有効性が報告され

ている８）。多くの人にヒヤリハット体験があるた

め、地図づくりは個人の具体的な経験と連動しやす

い。児童の交通安全教育に導入したとしても、活発

な反応を引き出すことができるであろう。地図づく

りに参加した子どもたちは、「わかりやすい」「楽し

く学べる」などポジティブな反応を示すという報告

がある９）。ポジティブな反応は教育効果の可能性を

高める。効果的な教育を行うには、少なくとも関心

を高めるような要素がプログラムに組み込まれてい

る必要があり、地図づくりはその要素を多分に含む。

　地図づくりを通して議論が始まり、危険を見る視

点がさまざまに学習される。そもそも保護者が危な

いと知覚する通学路の環境を、子どもはさほど危な

いとは感じていない１０）。視点を学び状況内の詳細

な部分に目を向けるようになれば、ハザード知覚は

向上する。さらにどうすれば安全でいられるか、す

なわち対処行動の学習も併せて導入されるべきであ

る。横断時の子どもの安全確認回数は年齢発達に伴

い増加するが、その水準は１２歳になっても成人の水

準に達しない１１）。ハザード知覚に加えて確認行動

を含む対処行動の学習も、教育プログラムに盛り込

む必要がある。

　１－４　本研究の目的

　本研究の目的は、児童のハザード知覚に焦点をあ

てたプログラム「危険箇所マップづくり」の教育効

果を評価することである。対象者は小学高学年の児

童である。学習目標は具体的な危険状況を知り、安

全確認等の対処行動を学ぶことである。ここ数年、

防犯対策としても地図づくりはその効用が期待され、

交通安全対策とともに普及されつつある。地図づく

りは具体的な題材を活用した学習方法であり、児童

の積極的な参加を引き出す。具体性、積極的学習、

主体的気づきなど、効果的な教育アプローチをうま

く取り入れた学習方法だと言える。しかし、このプ

ログラムの教育効果を厳密に実証した研究は皆無に

等しい。何がどのように影響を及ぼすのか、その効

果の詳細が明確になれば、現行のプログラムの改善

と新たなプログラムの開発に役立つ基礎資料が得ら

れるものと考える。

　教育効果の評価方法は次のとおりである。プロセ

ス（Ｐｒｏｃｅｓｓ）と成果（Ｏｕｔｃｏｍｅｓ）に分けて、プログラ

ムを評価する。プロセスとは参加者の反応をもとに

プログラムがどのように作用しているかを言及する

ものであり、成果とはプログラムの結果として得ら

れる変化を分析するものである１２）。とくに成果に

関しては、知識および行動水準の指標に焦点をあて

て、教育的介入による変化を分析することで評価す

るものとする。

　２．方法

　２－１　参加者

　大阪市内の公立小学校二校から協力が得られ、危

険箇所マップづくりの実施と教育効果の調査を行っ

た。対象学年は５年と６年である。２校はいずれも

大阪市内の都心部に位置する。うち１校は住宅密集

地に位置し、見通しの悪い交差点が多数点在する地

域内にある。もう一方の学校は交通量が多い広域幹

線道路に囲まれた校区をもち、信号交差点および非

信号交差点が混在する地域内にある。以下、前者を

Ａ校、後者をＢ校と呼ぶ。

　実施時期は、運動会等の重要行事が終了した２学

期後半である。同じ時期に２年続けて教育を実施し

調査を行った。初年度の第１次調査では子どもの反

応を把握することを主目的としたため、プロセスに

関するデータのみを収集したが、次年度の第２次調

査では成果に関するデータも合わせて収集すること

とした。参加児童の２年間の延べ人数は２９２名であ

る（男子１５１名、女子１３６名、不明５名）。年齢は平

均１１．２０歳（標準偏差０．７０）。２年続けて同じプログ
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ラムに参加した児童はいない。参加児童の内訳は

Table 2のとおりである。

　２－２　教育プログラム

　次に危険箇所マップづくりのプログラムを紹介す

る。主なステップが八つあり、①趣旨説明と動機づ

け、②グループ単位による危険箇所マップづくり、

③クラス全体の危険箇所マップづくり、④グループ

討議と発表、⑤事故発生地点と危険箇所との照合、

⑥具体的危険箇所の検討、⑦グループ討議と発表、

⑧講評とまとめの順でプログラムが進行する。詳細

については【付録】を参照してほしい。プログラム

前半（ステップ①～④）の山場は地図づくりである。

住宅地図上に赤○ステッカーを貼りながら、地域の

危険箇所マップを作成していく。このときに、危険

箇所に関して子ども同士で意見交換が行われ、ハザ

ードに関する知識が深まっていく。後半（ステップ

⑤～⑧）の山場は、具体的危険状況と対処行動を学

ぶことである。何がどのように危ないのかを映像を

通して学習するとともに、確認行動の重要性を理解

する内容となっている。プログラム全体の所要時間

は９０分間（２時限分）である。

　２－３　実施要領

　クラス単位で授業を実施した。各クラス５～６名

の班を編成し、グループ単位で作業を進めた。公営

交通のボランティア団体、交通災害遺族を支援する

ボランティア団体、保護者（Ａ校のみ）、大学研究者

が協力し、児童の学習を人的に支援する体制を整え

た。進行役２名に加えて、各班に１人ずつサポータ

役のスタッフを配置し、児童の学習を手伝うことと

した。

　授業に用いた主な教材は、住宅地図の拡大図、赤

○のステッカー、事故発生地点を印したパネル、危

険箇所を撮影したビデオ映像である。その他、必要

に応じて文具類を用意した。映像提示用にビデオ機

器類を使用したため、実施場所は通常の教室ではな

く視聴覚機器が設置されている多目的室とした。

　２－４　調査項目

　プログラムに対する児童の反応と、知識および行

動の変化を調べるために、二種類の調査表を作成し

た。

１）プロセス分析のための調査表

　プロセス分析に使用した調査表の構成は次のとお

りである（以下、調査表Ⅰと呼ぶ）。主な学習ステッ

プを評価項目として七つ設定し、これらをプログラ

ムの進行順序に従って記すこととした。具体的には、

「交通事故でケガをした子どもの人数を知ったこと」

「グループで危ない場所にシールを貼って地図をつ

くったこと」「地図の中から危ない場所を選んで、

自分または友だちが発表したこと」「実際に交通事

故が発生している場所を知ったこと」「交差点の危

ない様子をビデオ映像で見たこと」「交差点の危な

い様子について、なぜ危なくなるのかをグループで

話し合ったこと」「グループで話し合ったことをま

とめて、自分または友だちが発表したこと」の７項

目である。参加児童に対して「勉強になったと思っ

たのはどれですか」と尋ね、これらの項目から三つ

を選択し、○印を付けるよう指示した。

２）成果分析のための調査表

　成果分析のための調査表は、危険箇所の知識量を

測る調査表Ⅱａと、児童の横断行動を把握する調査

表Ⅱｂから成る。前者の調査表とは校区の住宅地図

を掲載したもので、「あなたが危ないと思う場所に

○印をつけてください」と教示文を記している。ま

た危険箇所の定義を明確にするために、事故を経験

した場所、ヒヤリハットを経験した場所、状況的に

危ないと感じる場所を指摘するよう説明文を加えた。

この調査表を教育前と教育後に配布し、指摘された

危険箇所の量的変化を調べることにした。なお教育

前に配布する調査表Ⅱａは、宿題の意味も兼ねてお

り当日持参することを指示している。グループによ

る地図づくりの際に持ち寄って、危険箇所を印すた

めの基礎資料になっている。

　一方の調査表Ⅱｂとは、記号を用いて自己の横断

行動を記述するものである。提示された道路の見取

り図に、３種類の記号（歩行の軌跡は→、止まる行

為は▽、確認行動は ）を印して横断行動を表現す

る課題である。Fig.1は調査表Ⅱｂに例示した描画図

である。道路反対側に友人が待っていると仮定し、

そこに向かって自分はどのように横断しているかと

尋ね、自己の横断行動を表現するよう指示した。回

答を求めた横断場面は各校２箇所ずつである。いず
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Table 2　教育プログラムに参加した児童の内訳

学年・クラス数平均年齢参加
児童数学校調査

６年生２クラス１１．６８６３名Ａ校
第一次調査 ５年生２クラス

６年生２クラス１１．０９１１４名Ｂ校

６年生２クラス１１．７１４５名Ａ校
第二次調査

５年生２クラス１０．５５７０名Ｂ校

１１．２０２９２名合計

３０２



れも校区内にある具体的な交差点である。多くの児

童が危険だと感じている箇所であり、プログラムの

中でも注意が必要な交差点として取り上げられてい

る。行動の変化を測定するために、調査表Ⅱａとと

もに教育前と教育後に配布し回答を求めた。

　２－５　調査手続き

　調査の流れはFig.2のとおりである。第一次調査

および第二次調査ともに、教育実施１週間前に交通

安全の授業があることをアナウンスするとともに、

宿題用の住宅地図を配布し、事前に危険箇所と思わ

れる場所をチェックするよう児童に指示した。教育

実施後、当日中の空き時間を利用して調査表Ⅰを配

布し回答を求めた。

　第二次調査の評価デザインは、プリテスト－ポス

トテスト実験デザインである。実施１週間前に調査

表Ⅱａと調査表Ⅱｂを配布し、これをプリテストと

した。調査表は実施当日に持参するよう指示し、教

育終了後に回収した。２週間後に同一の調査表Ⅱａ

とⅡｂを配布し、これをポストテストとした。なお

教育実施後の１週間は、完成させたクラス全体のマ

ップを教室内に掲示することにした。これは空き時

間中の雑談を促すための教育的措置である。マップ

を見ていると、児童同士あるいは教員と児童の間で

会話が自然と始まり、危険状況に関して一層の意見

交換が行われるのではないかと期待したためである。

　効果測定のためのデータ収集に関しては、事前に

現場教員の了解を得た上で実施した。また学校現場

での調査は教育的配慮を伴って実施することが望ま

しい。そこでポストテストとして配布した調査表

 Ⅱａ・Ⅱｂには、フォローアップ教育を目的とした危

険予測クイズを添付することにした。交差点の横断

方法について質問する内容であり、回収後に添削を

行い、後日児童に返却している。理解できている点

は賞賛し、不十分な点があればアドバイスを述べ、

添削した教材を本人にフィードバックすることにし

た。

　３．結果

　３－１　プロセス分析の結果

　Fig.3は、児童が勉強になったと感じたプログラ
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ムの構成要素を選択率として図示したものである。

Ａ校、Ｂ校ともに、「交通事故でケガをした子ども

の人数を知ったこと」「実際に交通事故が発生して

いる場所を知ったこと」「交差点の危ない様子をビ

デオ映像で見たこと」「交差点の危ない様子につい

て、なぜ危なくなるのかをグループで話し合ったこ

と」の４項目の選択率が高く、いずれも４０％を超え

ていた。これらの項目に共通することは、事実を知

ることと、具体性を学ぶことである。事故と危険状

況に関して新しい知識を得ること、そして具体性あ

る教材で具体的な議論を行うことに子どもたちは学

習の意義を見出していた。とくに事故発生地点と危

険箇所との照合場面を選択する児童が多かった。完

成させた危険箇所マップに、事故発生地点が印され

た透明シートを被せ、両者の一致度を確認したとき

の児童の反応は好奇の目に満ちていた。自分たちが

危険箇所として印した交差点で現実に事故が発生し

ていれば、やはり危ない箇所であることを再認識す

ることになる。反対に、危険箇所として指摘してい

ない場所で事故が発生していれば、自分たちの認識

を改めることになる。事実と照合する過程は、地図

づくりの作業に対する一種のフィードバックでもあ

り、認識の修正や学習意欲を高める機能を有すると

言えよう。

　構成要素の選択率について学校別に比較すると、

グループによるマップづくりの作業と、ビデオ映像

による具体的危険状況の学習に有意差が認められた。

Ａ校の方が、マップづくりの作業を勉強になった場

面として選択する率が高かった（�２（１）＝４．３９，　�＜

 ．０５）。一方、ビデオ映像による具体的危険状況の学

習については、Ｂ校の方が役立ったとする率が高か

った（�２（１）＝８．６４，　�＜．０１）。プログラムの基本形

は両校ともに同一である。ただし地域の特色をプロ

グラムに反映させる必要があり、児童に伝えるべき

危険箇所の情報が必然的に異なってくる。この違い

がマップづくりの作業と具体的危険状況の学習に、

学校間の違いを生じさせたのではないかと推察する。

Ａ校では保護者の参加協力もあり、地域の危険を伝

えたいという熱意がマップづくりの作業を活性化さ

せた趣がある。その結果、このステップでの児童の

学習意欲が高まった可能性がある。これに対してＢ

校で提示したビデオ映像には、ヒヤッとするような

コンフリクト場面が多く含まれていた。インパクト

のある映像が児童に強い印象を残したために、映像

学習のステップが役立つ内容として多く選択された

可能性がある。

　上述の２項目以外については、学校間の違いは認

められなかった。また性別差が見出された項目も存

在しなかった。児童のプロセス評価データに関する

限り、実施校の違いや性別の影響をあまり受けてい

ないことから、危険箇所マップづくりの汎用性が示

唆される。

　３－２　成果分析の結果

　次に、知識および行動の改善に関する分析結果を

報告する。Fig.4は指摘された危険箇所の個数を横

軸に取り、縦軸に対応する児童の頻度を図示したも

のである。教育前は分布の頂点が２個の位置にあっ

たのに対し、教育後は３～５個の位置に移行してい

る。また危険箇所を８個以上指摘する児童が増えて

いることもわかる。全体的に分布が右方向に移動し

ており、このことは危険箇所の認識数が教育によっ

て増えたことを示唆している。

　Table 3は、児童が印した危険箇所の平均個数を

教育前後で比較したものである。データ照合が可能

であった児童１１２名について ��検定を行ったところ、

全体の平均個数は、教育後に有意に増加していた

（�（１１１）＝５．０５，　�＜．００１）。プログラムへの参加が

危険状況への意識を高め、危険箇所に関する知識を

増やしたためと考えられる。ただし学校別に比較す

るとＡ校では有意な増加は認められず（�（４３）＝０．９２，

　��）、Ｂ校に関してのみ教育効果が見出された（�（６７）

＝６．２１，　�＜．００１）。Ａ校については教育前の平均個

数がすでに多く、さらなる増加とはならなかった。
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Fig. 4　児童が指摘した危険箇所の度数分布

Table 3　指摘された危険個所の平均個数

教育後教育前
学校

Ｓ．Ｄ．ＭｅａｎＳ．Ｄ．Ｍｅａｎ

（２．８９）６．０２（２．６３）５．６４Ａ校

（２．６６）５．５９（２．４８）３．７２Ｂ校

（２．７５）５．７６（２．７０）４．４７全体

３０４



Ａ校の参加児童は６年生であり、発達的に課題を容

易に遂行できた可能性がある。あるいは教育前の学

習動機が最初から高い水準にあったとも考えられる

が、原因を特定するには資料不足のため推測の域を

越えることができない。仮に教育前の学習動機が影

響したとしても、危険箇所の認識数が減少したわけ

ではないので、プログラムへの参加が関心の高さを

維持させていたとも言える。一方Ｂ校の場合は大幅

な増加を示している。プログラムがポジティブな影

響を及ぼして、児童の関心を高めたという解釈は十

分に成り立つと考える。

　ところで危険箇所マップづくりは、どの児童に影

響を及ぼしたのであろうか。教育前の危険箇所の個

数が平均より少なかった児童を「関心低群」、平均よ

りも多かった児童を「関心高群」とし、両群の変化

を分析することにした。Fig.5は、両群の危険箇所

の個数を教育前後で比較したものである。関心低群

の児童は、教育後に危険箇所の認識数を大幅に増や

した。��検定の結果、その変化は統計的に有意であ

った（�（６２）＝８．９１，　�＜．００１）。一方、関心高群の児

童については変化が見られなかった。教育前と教育

後の平均値が偶然にも一致し、当然のことながら有

意差は見出されない（�（４８）＝０．００，　��）。危険箇所に

関する知識の増加は、関心の低かった児童が示した

変化であった。もし関心の高い児童が、教育後に危

険箇所の認識数をさらに増やし、関心の低い児童に

変化がなかったとすれば、プログラムは児童を二極

化してしまうだけであり、望ましい教育効果を提供

したことにはならない。しかし今回の結果は、関心

の低かった児童にポジティブな効果があったことを

示唆している。児童間の知識の差異を縮め、全体的

に安全意識を向上させたという点で、危険箇所マッ

プづくりがもたらした教育的価値は大きいと判断す

る。

　横断行動の描画データについては、児童が印した

「止まる」「確かめる」の記号をカウントすることで、

変化を量的に分析することにした。とくに確認行動

については、その重要性をプログラムの中で繰り返

し強調している。交差点ではたとえ青信号であって

も、右左折車両との交錯があるため、必ず周囲の車

の動きを確認するよう児童に理解を求めている。も

し教育後に、止まる・確かめるの行動要素が増える

とすれば、児童の横断行動がより慎重になり、周囲

の状況を丁寧に把握するようになったと解釈できる。

Table 4は、止まる・確かめるの行動要素が、教育後

どのように変化しているかを交差点毎に示したもの

である。��検定の結果、どの交差点についても記号

数の変化は認められなかった。すなわち、児童の横

断行動に対してプログラムは効果をもたらさなかっ

たことを示唆している。

　児童が描いた図を個別に調べてみると、教育前に

記号数が少なかった児童は、教育後もわずかな記号

しか印しておらず、反対に多くの記号を印していた

児童は、教育後も同様に記号数が多かった。教育前

後で大きく変化したケースはほとんど見受けられな

かった。すでに習慣化されている行動を変えるまで

の効力は、今回のプログラムには備わっていないの

かもしれない。

　４．考察

　本研究の目的は、危険箇所マッ

プづくりの教育効果を実証データ

に基づき評価することであった。

プロセスと成果の両側面から、児

童の反応、知識、行動に反映され

る教育効果を分析した。主要な結

果は次のとおりである。

�事故や危険状況など具体的な事

実を知ることに、児童は学習の
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Fig. 5　関心の高低でみた危険箇所の個数変化

Table 4　横断行動（止まる・確かめる）の変化に関する ｔ 検定結果

ｄｆｔ値
教育後教育前

行動交差点学校
Ｓ．Ｄ．ＭｅａｎＳ．Ｄ．Ｍｅａｎ

ｎｓ４１１．２０（１．１３）１．７１（１．０１）１．９５▽止まる
ア

Ａ校
ｎｓ４１０．６７（１．３２）２．３８（１．２９）２．５２確かめる

ｎｓ４０１．８８（１．１５）１．７８（０．８３）２．１０▽止まる
イ

ｎｓ４００．３５（１．３２）２．３４（１．２３）２．２７確かめる

ｎｓ６６１．９５（０．６７）０．９１（０．５６）１．０７▽止まる
ウ

Ｂ校
ｎｓ６６０．９０（０．７４）１．１９（０．７５）１．２７確かめる

ｎｓ６５１．１３（０．８７）１．２１（０．７５）１．３３▽止まる
エ

ｎｓ６５０．１３（０．９５）１．６５（０．８７）１．６７確かめる



意義を見出していた。

�危険状況に関して知識の改善が見られ、認識され

る危険箇所が増えるという結果が示された。とく

に関心が低かった児童にポジティブな効果が見出

された。

�横断行動が改善されたことを示す証拠は得られな

かった。すなわち教育効果は知識水準に留まり、

行動水準にまで波及しなかったことになる。

　地図づくりの作業やグループ討議の間、子どもた

ちは熱心に意見を交わすなど、積極的な学習の様子

が多々見受けられた。題材が身近な交差点というこ

ともあり、一人ひとりが自己との関連を意識しなが

ら学習していたものと考えられる。このような積極

的かつ具体的な学習が、危険状況に対する理解を深

めさせ、知識を改善させたものと推察する。

　一方、行動面での改善が実証されなかったのはな

ぜだろうか。プログラムは危険箇所の認識と確認行

動の重要性を教育するものではあるが、行動水準で

の訓練を行うものではない。気づきと思考を介して

知識の改善を促す内容となっており、直接的に行動

変容を導くステップは含んでいない。知識改善と行

動変容の間には、さらにいくつかの学習段階が存在

する。具体的に、どのようなタイミングで何を知覚

し、何を判断してどのような行動を選択実行するか

を、身体の動きを伴いながら学習する必要があるの

ではないだろうか。教室内での教材学習だけで行動

改善を導くことは難しいという知見は、他の教育プ

ログラムの評価研究でも指摘されている１３）。現行

のプログラムに行動パターンを学習するステップを

盛り込むか、あるいは新たに対処行動の学習に主眼

をおいたプログラムを開発するなど、行動改善が導

かれるような教育の実現に向けて、今回の結果を活

かしていきたい。

　本研究は、評価デザインの問題点を含んでいる。

厳密な成果分析を行うためには、統制群を組み込ん

だプリテスト－ポストテスト実験デザインを適用す

ることが妥当である。しかし学校現場で教育を実施

しない統制群を設定することは、倫理上問題点が多

く不可能であった。教育的介入による変化を統制群

と比較することができないため、前述までの結果の

解釈には、プログラム以外の影響要因を完全に排除

していないという留保条件を伴う。

　今回の調査では、クラス単位で教育を実施してい

る。各学年は２クラス編成なので、一方のクラスの

教育前を統制群と見なし、他方のクラスの教育後を

実験群と見なして両者を比較する実験デザインも考

えられる。この場合、両クラスの等質性を保証しな

ければならず、教育前の児童と教育後の児童を何ら

かの基準でマッチングする手続きが要ることになる。

ただし、どのような基準でマッチングすべきかにつ

いては、測定指標への各種影響要因を検討する必要

があり、この問題の解決については今後の課題とし

たい。

　危険箇所マップづくりは、児童がこれまでに習得

した交通安全の学習経験をさらに発展させるような

教育の力を含んでいる。スパイラルカリキュラムを

構成する上でも、重要なプログラムとして位置づけ

られる。また保護者をはじめ地域の人がボランティ

アで参加できる教育内容でもあり、地域が子どもの

安全を支えているという姿を示すことができよう。

地域の安全は地域が創るという最近の動向に添うも

のであり、将来的に普及と定着が期待される。今後、

実施マニュアルの整備や、ボランティアによる支援

体制の構築など、プログラムの運用の問題を検討し

ていきたいと考えている。
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付録　危険箇所マップづくりのプログラム内容

内容ステップ

・授業開始に当たりスタッフを紹介する。
・授業の趣旨を簡単に説明する。
・各班のリーダーを選出する。リーダーは互選またはジャンケンで決める。
・交通事故統計データをクイズ形式で提示する（例えば「昨年１年間に大阪府下で交通事故に遭ってケガをし
た子どもの人数は何名か」）。事故が身近な問題であることを理解してもらい学習動機を高める。
・負傷者数等の統計データを当該学校の全児童数と比較すると、実感のこもった理解が得られる（例えば「事
故に遭った子どもの人数は、みなさんの学校の○○校分と同じになります」）。

①趣旨説明と動機づけ

・数日前に宿題として手渡した地図を持ち寄り、話し合いながら危険箇所を特定していく。
・拡大した住宅地図上に、危ないと判断した箇所を赤○ステッカーを貼りながら印していく。
・ステッカーを貼る際には、なぜその箇所が危ないのか意見交換する。「どうして危ないのか」とサポータが
問いかけてもよい。この話し合いのプロセスが知識の共有を促す。

②グループ単位による
危険箇所マップづくり

・グループ単位で示された危険箇所を、さらに一つの大きな地図に統合し、クラス全体のマップを作成する（時
間を短縮するために、この作業はスタッフが行ってもかまわない）。
・一つに統合したクラス全体のマップを教壇に掲示する。いかに多くの危険箇所があるかが一目瞭然となる。
また他班と赤○の位置が重なる箇所が分かり、みんなが危ないと感じている箇所が明確になる。

③クラス全体の
危険箇所マップづくり

・班毎に、とくに危険だとする箇所を２、３箇所取り上げて、何がどのように危ないのか話し合う。
・必要に応じてサポータが問いかけを行い、議論を活性化させる。例えば「車のスピードはどうか」「交通量
はどうか」など。
・提示された意見はワークシートにまとめる。マップで危険箇所を指し示しながら、各班のリーダーが意見を
発表する。発表内容が重複しないように、グループ討議の様子を見ながら、取り上げる危険箇所を調整する。
・発表された意見を進行役のスタッフが板書し、要点をまとめていく。

④グループ討議と発表

（休憩）

・あらかじめ透明シートに、事故発生地点を青○ステッカーで印しておく。この透明シートをクラス全体の危
険箇所マップの上に覆い被せる。児童が印した危険箇所と事故発生地点との一致度を確かめる。
・一致している箇所と一致していない箇所を確認する。一致している場合は認識を改めて強くもつであろうし、
一致していない場合は認識を新たにするきっかけとなる。とくに指摘されていない箇所で事故が起きている
場合があれば、注意を促す必要がある。
・事故発生地点と危険箇所との照合作業は、児童の関心を強く引く。マップづくり作業に対する評価フィード
バックの意味合いがあるので、学習動機を促進させることになる。

⑤事故発生地点と
危険箇所マップとの照合

・とくに危険だと思われる場所をあらかじめ２、３箇所取り上げ、ビデオ映像や写真等の資料を収集しておく。
地域の特徴が現れた場所で、かつ児童の多くが知っている場所を代表的な危険箇所として選定する。
・現場の状況を撮影したビデオ映像を提示する。車と歩行者、あるいは車と自転車とのコンフリクト状況を具
体的映像として提示する。その際、見るポイントを指示しながら、危険状況の原理に関して気づきを促す
（例えば「歩行者の確認の仕方に注目してください」など）。
・あとでグループ討議があることを、あらかじめアナウンスしておく。

⑥具体的危険箇所の検討

・提示された危険状況について、なぜ危ない事態になるのか、どうすれば安全でいられるかをグループで話し
合う。
・死角の原理、ドライバーの心理、注意の状態、信号の変化と心理状態との対応関係など、いくつか考えるポ
イントをサポータが投げかけていく。
・補助教材として、危険箇所の写真、見取り図を準備する。
・話し合った内容はワークシートにメモし、リーダーが発表する。

⑦グループ討議と発表

・進行役スタッフは、児童が発表した意見を講評する。
・学習した内容を再度確認する。とくに横断歩道上での右左折車両との関係、および見通しの悪い交差点での
死角の危険性について強調する。
・行動目標を提示する。とくに確認行動の重要性を指摘する。

⑧講評とまとめ

注）ここで示すプログラムは基本形である。学校および地域の特色を考慮して内容を調整する必要がある。とくにステップ⑥の具体的危険箇所
の検討については、事前調査にもとづき映像等の資料を収集した上で、議論のポイントをあらかじめ整理しておかなければならない。


